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表紙

第47回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

連結株主資本等変動計算書
連結注記表

株主資本等変動計算書
個別注記表

（2021年７月１日から2022年６月30日まで）
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連結株主資本等変動計算書

株　　主　　資　　本
資　本　金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当期首残高 2,270,228 2,463,693 9,543,037 △1,241,655 13,035,303
当期変動額
剰余金の配当 △377,964 △377,964
親会社株主に帰属する
当期純利益 971,285 971,285
自己株式の取得 △1,210 △1,210
自己株式の処分 22,548 42,816 65,364
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）
当期変動額合計 － 22,548 593,321 41,605 657,474
当期末残高 2,270,228 2,486,241 10,136,358 △1,200,049 13,692,778

その他の包括利益累計額
純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算
調整勘定

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 68,840 － 68,840 13,104,143
当期変動額
剰余金の配当 △377,964
親会社株主に帰属する
当期純利益 971,285
自己株式の取得 △1,210
自己株式の処分 65,364
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △26,323 5,574 △20,749 △20,749
当期変動額合計 △26,323 5,574 △20,749 636,725
当期末残高 42,516 5,574 48,091 13,740,869

連結株主資本等変動計算書（自　2021年７月１日　至　2022年６月30日）
（単位：千円）

（注）上記の記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

連結注記表
＜連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等＞
1.　連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　６社
株式会社ＣＩＪネクスト
株式会社カスタネット
日本ファイナンシャル・エンジニアリング株式会社
株式会社ａ－ＬＩＮＫ
株式会社ｉ－ＢＲＩＤＧＥ
ｉ－ＢＲＩＤＧＥ Ｓｙｓｔｅｍｓ Ｐｈｉｌｉｐｐｉｎｅｓ，Ｉｎｃ．
　前連結会計年度において連結子会社でありましたビジネスソフトサービス株式会社は、2021年７月１
日付で当社を存続会社とする吸収合併により消滅したため、当連結会計年度において連結の範囲から除外
しております。
　2021年７月１日付で株式会社ａ－ＬＩＮＫの発行済株式の全てを取得したことに伴い、当連結会計年
度より同社及びその子会社である株式会社ｉ－ＢＲＩＤＧＥ、並びに孫会社であるｉ－ＢＲＩＤＧＥ Ｓ
ｙｓｔｅｍｓ Ｐｈｉｌｉｐｐｉｎｅｓ，Ｉｎｃ．の３社を連結の範囲に含めております。
非連結子会社はありません。

2.　持分法の適用に関する事項
（1）持分法非適用の関連会社数　１社

　株式会社ＤＢＭａｋｅｒ Ｊａｐａｎ
持分法を適用しない理由
　持分法を適用していない関連会社は、当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等か
らみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性
がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

（2）持分法の適用の手続きについて特に記載する必要があると認められる事項
　該当事項はありません。
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連結注記表

3.　会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの　……　時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定)

市場価格のない株式等　　　　　　……　移動平均法による原価法
②棚卸資産

仕掛品　　　　　　　　　　　　　……　個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下による簿
価切下げの方法により算定)

商品及び製品、　　　　　　　　　……　移動平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下によ
原材料及び貯蔵品　　　　　　　　　　　る簿価切下げの方法により算定)

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産

　定率法を採用しております。
　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)、並びに2016年４月１日以降に取
得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
　主な耐用年数は以下のとおりであります。
　　建物及び構築物　　　　３年～38年
　　工具、器具及び備品　　３年～20年

②無形固定資産
ソフトウェア(自社利用)
　見積償却年数(５年)に基づく定額法によっております。
ソフトウェア(市場販売目的)
　見込販売数量に基づく償却額と３年を限度とする残存有効期間に基づく均等配分額とを比較し、いずれ
か大きい額を償却する方法によっております。

（3）重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金

　債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等につ
いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金
　従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上しておりま
す。
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連結注記表

（4）重要な収益及び費用の計上基準
　当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該
履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

①システム開発
　システム開発における顧客との契約形態は、顧客の要求やソフトウエアの開発段階において、請負契
約、準委任契約及び派遣契約に大別されます。
　請負契約は、主として顧客の要求する仕様に沿ったシステムやソフトウエアを制作し顧客に納品するも
のであり、当社グループは成果物を完成させる責任を有しております。準委任契約及び派遣契約は、主と
してシステムエンジニア等の専門要員の労働力を契約期間にわたって顧客に提供するものであり、当社グ
ループは成果物を完成させる責任を有しておりません。
　請負契約による取引については、期間のごく短い契約を除き、作業の進捗に伴い顧客に財又はサービス
が移転し、一定の期間にわたり履行義務を充足することから、その進捗度に応じて収益を認識しておりま
す。進捗度の測定には、期末日における見積原価総額に対する実際発生原価の割合に基づくインプット法
を使用しております。
　準委任契約及び派遣契約による取引については、顧客への役務提供を通じて一定の期間にわたり履行義
務を充足することから、作業期間にわたり役務の提供に応じて収益を認識しております。

②システム開発に関連するサービス
　製品販売に関しては、顧客に製品を引き渡した時点で支配が移転し、履行義務が充足されることから、
当該時点で収益を認識しております。また、製品保守については、時の経過に応じて履行義務が充足され
ることから、保守期間にわたり契約金額を按分して収益を認識しております

（5）のれんの償却方法及び償却期間
　のれんの償却については、５年間又は７年間で均等償却しております。
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連結注記表

＜会計方針の変更に関する注記＞
（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」と
いう。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財またはサービスの支配が顧客に移転した時点で、
当該財またはサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。
　当社グループは、従来は進捗部分について成果の確実性が認められる取引には工事進行基準を、それ以外の
取引には工事完成基準を適用しておりました。これを当連結会計年度より、一定の期間にわたり充足される履
行義務は、期間がごく短い場合を除き、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一
定の期間にわたり認識し、一時点で充足される履行義務は、履行義務を充足した時点で収益を認識することと
しております。なお、履行義務の充足に係る進捗度の見積りの方法は、見積総原価に対する発生原価の割合
（インプット法）で算出しております。
　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従
っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計
年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しておりますが、当該期首残高に
与える影響はありません。また、当連結会計年度の損益及び１株当たり情報に与える影響はありません。
　収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結計算書類において、「流動資産」に表示してい
た「売掛金」は、当連結会計年度より「売掛金」及び「契約資産」に含めて表示し、「流動負債」に表示して
いた「その他」は、当連結会計年度より「契約負債」及び「その他」に含めて表示しております。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい
う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」
（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等
が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる連結計算書類への影響
はありません。
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連結注記表

有形固定資産の減価償却累計額 280,605千円

＜表示方法の変更に関する注記＞
（連結損益計算書）

　前連結会計年度まで区分掲記して表示しておりました「営業外収益」の「助成金収入」（当連結会計年度は
1,353千円）は、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「営業外収益」の「その他」に含め
て表示しております。
　また、前連結会計年度まで「特別利益」の「その他」に含めて表示しておりました「投資有価証券売却益」
は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記しております。なお、前連結会計年度の「投資
有価証券売却益」は293千円であります。

＜会計上の見積りに関する注記＞
（一定期間にわたり履行義務が充足される請負契約による取引の収益認識）
1.　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

一定期間にわたり履行義務が充足される請負契約による取引の収益認識　　　1,249,325千円
2.　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社グループは、一定の期間にわたり充足される履行義務について、期間がごく短い場合を除き、履行義
務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識しております。進捗度
の測定には、期末日における見積原価総額に対する実際発生原価の割合に基づくインプット法を使用してお
ります。
　一定期間にわたり履行義務が充足される請負契約による取引は、工期が他の案件と比較して長期間である
という特徴があり、新規顧客、新技術、新業務といった案件が含まれ、開発途中での仕様変更や、想定外の
事象の発生等により、原価総額の見積りの基礎となる実行予算の作成及び着手後の状況の変化に伴う見直し
について、不確実性を伴っております。
　従って、開発途中での仕様変更や、想定外の事象の発生等による想定していなかった原価の発生等によ
り、進捗度が変動した場合には、翌連結会計年度以降の連結計算書類に重要な影響を与える可能性がありま
す。

＜連結貸借対照表に関する注記＞
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場所 用途 種類 金額
石川県 事業用資産 土地、建物及び構築物等 24,248千円

普通株式 22,266,096株

株式の種類 普通株式
配当金の総額 377,964千円
１株当たり配当額 23円
基準日 2021年６月30日
効力発生日 2021年８月30日

株式の種類 普通株式
配当の原資 利益剰余金
配当金の総額 494,322千円
１株当たり配当額 25円
基準日 2022年６月30日
効力発生日 2022年８月30日

＜連結損益計算書に関する注記＞
1.　研究開発費

　販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は179,030千円であります。
2.　減損損失

　当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

　当社グループは、原則として事業用資産については事業部別・会社別に区分し、福利厚生施設については
個々の物件を単位としてグルーピングしております。
　上記の資産については、売却の意思決定を行ったため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額
を減損損失として特別損失に計上しました。なお、回収可能価額は正味売却可能価額によっており、その価
額は売却見込価額により算定しております。

3.　事務所移転費用
　事務所移転費用は、当社の本社を移転したことにより発生したものであります。

＜連結株主資本等変動計算書に関する注記＞
1.　発行済株式の総数

2.　剰余金の配当に関する事項
（1）配当金支払額

2021年８月16日の取締役会において、以下のとおり決議しております。

なお、１株当たり配当額には、記念配当３円が含まれております。
（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

2022年８月16日の取締役会において、以下のとおり決議を予定しております。
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＜金融商品に関する注記＞
1.　金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については預金及び安全性の高い金融商品等に限定しております。資金調達
については短期的な運転資金を銀行からの借入により調達しております。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
　有価証券は合同運用の金銭信託であり、預金と同様の性格を有するものであります。
　株式、債券等の投資有価証券は市場価格の変動リスクに晒されております。
　営業債務である買掛金、未払金及び未払法人税等は、すべて１年以内の支払期日であります。
　借入金は、短期的な運転資金であります。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

　当社は、販売管理規程に従い、各事業部門における販売管理責任者が取引先の状況を定期的にモニタリ
ングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把
握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の販売管理規程に準じて、同様の管理を行って
おります。

②変動リスク(市場価格等の変動リスク)の管理
　株式、債券等の投資有価証券については、定期的に時価や発行体(取引先企業)の財務状況等を把握し、
保有状況の見直しを行っております。

③資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理
　当社は、各部署からの報告に基づき経理部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性
の維持などにより、流動性リスクを管理しております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採
用することにより、当該価額が変動することがあります。
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連結貸借対照表
計上額 時価 差額

 有価証券及び投資有価証券
その他有価証券 3,551,338 3,551,338 －

資産計 3,551,338 3,551,338 －

区分 連結貸借対照表計上額
非上場株式 17,632
関連会社株式 8,561
出資金 20,825

１年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内 10年超

現金預金 6,450,841 － － －
売掛金 3,104,220 － － －
有価証券及び投資有価証券

その他有価証券 2,112,450 520,000 450,000 －
合計 11,667,512 520,000 450,000 －

2.　金融商品の時価等に関する事項
　2022年６月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、以下のとおりであ
ります。

(単位：千円)

（注１）「現金」については、現金であること、「預金」「売掛金」「有価証券（譲渡性預金）」「買掛
金」「短期借入金」「未払金」「未払法人税等」については、短期間で決済されるため時価が簿価に
近似するものであることから、記載を省略しております。

（注２）市場価格のない株式等は、「有価証券及び投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品
の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

(単位：千円)

（注３）金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額
(単位：千円)
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１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

短期借入金 280,015 － － － － －
合計 280,015 － － － － －

時価（千円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券
　その他有価証券
　　株式 427,508 － － 427,508
　　債券 － 1,175,616 － 1,175,616
　　その他 － 1,700,562 － 1,700,562

資産計 427,508 2,876,178 － 3,303,687

（注４）その他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額
(単位：千円)

3.　金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル
に分類しております。
　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時

価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算

定に係るインプットを用いて算定した時価
　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

（1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

（注）企業会計基準適用指針第31号「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（以下、「時価算定適用
指針」という。）第26項に従い経過措置を適用した投資信託については、上記表には含めておりま
せん。連結貸借対照表における当該投資信託の金額は、投資有価証券において247,651千円でありま
す。

（2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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繰延税金資産
未払事業税 33,696千円
賞与引当金 135,190千円
退職給付に係る負債 9,413千円
減価償却費 428千円
投資有価証券評価損 9,716千円
その他 136,166千円

繰延税金資産小計 324,611千円
評価性引当額 △41,122千円
繰延税金資産合計 283,489千円
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △33,342千円
その他 △21,576千円

繰延税金負債合計 △54,918千円
繰延税金資産純額 228,570千円

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
有価証券及び投資有価証券
　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、そ
の時価をレベル１の時価に分類しております。
　債券及び金銭信託は取引金融機関等から提示された価格を用いており、その時価をレベル２の時価
に分類しております。

＜税効果会計に関する注記＞
1.　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

2.　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳
　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ
るため注記を省略しております。
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＜企業結合等に関する注記＞
（共通支配下の取引等）
1.　取引の概要
（1） 結合当事企業の名称及びその事業の内容
　（存続会社）
　　　名称　　　　　株式会社ＣＩＪ
　　　事業の内容　　システム開発及びシステム開発に関連するサービス
　（消滅会社）
　　　名称　　　　　ビジネスソフトサービス株式会社
　　　事業の内容　　システム開発及びインフラ構築
（2） 企業結合日
　　　2021年７月１日
（3） 企業結合の法的形式
　　　当社を存続会社とする吸収合併方式とし、ビジネスソフトサービス株式会社は解散いたしました。
（4） 結合後企業の名称　　株式会社ＣＩＪ
（5） その他取引の概要に関する事項

　当社は、更なる経営基盤の強化に向けて、意思決定の迅速化と組織運営の効率化を図るため、当社の
100％連結子会社であったビジネスソフトサービス株式会社を吸収合併いたしました。

2.　実施した会計処理の概要
　「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号　2019年１月16日)及び「企業結合会計基準及び事業分
離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号　2019年９月13日)に基づき、共通支配下の取
引として処理しております。

（取得による企業結合）
　当社は、2021年６月28日開催の取締役会において、有限会社a-LINK（以下、a-LINKという。）の発行済株
式の全てを取得し、同社を当社の連結子会社とすることを決議し、同日付で株式譲渡契約を締結し、2021年７
月１日に株式取得に関する手続きが完了いたしました。
1.　企業結合の概要
（1） 被取得企業の名称及び事業の内容
　　　被取得企業の名称　　有限会社a-LINK
　　　　　　　　　　　　（2021年７月１日付で株式会社a-LINKに商号変更しております。）
　　　事業の内容　　　　　ソフトウェア受託開発
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取得の対価 現金 1,451,928千円
取得原価 1,451,928千円

（2） 企業結合を行った主な理由
　a-LINKは設立以来、制御系、通信系のソフトウェア開発を主力とし、上流コンサルティングからシステム
設計、ソフト開発、品質管理、保守運用までを主たる事業としております。特に画像処理については入出力
機器のドライバーやアプリケーションについて豊富な経験を有しております。また、システム設計、ソフト
開発、品質管理では、フィリピン現地法人であるソフトウェア開発孫会社にて、オフショアでの開発体制を
確立しており、設立当初から日本向けシステム開発を行っているため、品質面でも十分な実績を有しており
ます。
　一方、当社は従前よりシステム開発を幅広く手掛けており、昨今ではシステム開発の技術的側面、量的側
面のニーズが増大しています。a-LINKとはお互いの必要とする技術領域や産業分野において技術的な相互補
完と、さらにオフショア活用による量的側面の対応に対して、相乗効果を期待しております。
　このたび、当社がa-LINKを子会社化することにより、互いの強みを活かして組込み、産業分野の一層の拡
大を目指すとともに、当社グループ内において、両社の技術者のスキルアップや営業案件の共有、オフショ
ア人員の活用などを連携して実施することで、相互の更なる成長・発展を目指してまいります。

（3） 企業結合日　　　　　　2021年７月１日
（4） 企業結合の法的形式　　株式の取得
（5） 結合後企業の名称　　　株式会社a-LINK
　　　　　　　　　　　　　（2021年７月１日付で有限会社a-LINKから商号変更しております。）
（6） 取得した議決権比率　　100％
（7） 取得企業を決定するに至った主な根拠

　当社が現金を対価として株式を取得したことによるものであります。
2.　連結計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間
　　2021年７月１日から2022年６月30日まで
3.　被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

4.　主要な取得関連費用の内容及び金額
　　アドバイザリーに対する報酬等　　70,450千円
5.　発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
（1） 発生したのれんの金額　　495,282千円
（2） 発生原因

　取得原価が企業結合時の時価純資産を上回ったことによるものであります。
（3） 償却方法及び償却期間

　７年間にわたり均等償却いたします。

－ 13 －



2022/08/17 10:19:53 / 22864671_株式会社ＣＩＪ_招集通知：Web開示

連結注記表

流動資産 380,482千円
固定資産 911,428千円
資産合計 1,291,911千円
流動負債 214,957千円
固定負債 120,308千円
負債合計 335,265千円

期首残高 54,618千円
新規連結子会社の取得に伴う増加額 4,464千円
見積りの変更による増加額 2,738千円
時の経過による調整額 4,314千円
資産除去債務の履行による減少額 △42,799千円
期末残高 23,336千円

6.　企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

＜資産除去債務に関する注記＞
資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの
1.　当該資産除去債務の概要

　当社グループは本社等事務所の不動産賃貸借契約に基づき、事務所の退去時における原状回復に係る債務
を有しておりますが、その計上は差入保証金を減額する方法によっております。

2.　当該資産除去債務の金額の算定方法
　不動産賃貸借契約に関連する敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額を合理的に見積り、その
うち当連結会計年度の負担に属する金額を費用に計上しております。

3.　当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減

4.　当該資産除去債務の金額の見積りの変更
　当連結会計年度において、当社及び連結子会社の一部の事業所の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務と
して計上していた資産除去債務について、新たな情報の入手に伴い、見積額の変更を行いました。
　この見積りの変更による増加額2,738千円を変更前の資産除去債務残高に加算しております。
　なお、当該見積りの変更により、当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であります。
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一時点で移転される財又は
サービス

一定の期間にわたり移転さ
れる財又はサービス 合計

顧客との契約から生じる収益 2,872,502 18,594,611 21,467,114
その他の収益 － － －
外部顧客への売上高 2,872,502 18,594,611 21,467,114

当連結会計年度
顧客との契約から生じた債権（期首残高） 2,949,937
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 3,104,220
契約資産（期首残高） 812,509
契約資産（期末残高） 419,835
契約負債（期首残高） 89,664
契約負債（期末残高） 93,310

＜収益認識に関する注記＞
1.　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

2.　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　「＜連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等＞　4.会計方針に関する事項
（4）重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

3.　当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
（1） 契約資産及び契約負債の残高等

（単位：千円）

　契約資産は、主に顧客との請負契約及び準委任契約並びに派遣契約について期末日時点で履行義務を充足して
いるが未請求の財又はサービスに係る対価に対する当社グループの権利に関するものであります。契約資産は、
対価に対する当社グループの権利が無条件になった時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えられます。当
該財又はサービスに係る対価は、契約に基づき顧客の検収又は役務提供の完了をもって請求し、概ね２ヶ月以内
に受領しております。
　契約負債は、主に時の経過に応じて収益を認識する顧客との製品保守契約等について、契約に基づき顧客から
受領した前受金で翌連結会計年度以降に充足する履行義務に対応するものであります。契約負債は、収益の認識
に伴い取り崩されます。
　当連結会計年度に認識された収益の額のうち契約負債（期首残高）に含まれていた額は、89,664千円であり
ます。なお、過去の期間に充足（又は部分的に充足）した履行義務から認識した収益の額に重要性はありませ
ん。
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1.　１株当たり純資産額 694円93銭

純資産の部の合計額(千円) 13,740,869
純資産の部の合計額から控除する金額(千円) －
普通株式に係る期末の純資産額(千円) 13,740,869
普通株式の期末発行済株式数(株) 22,266,096
普通株式の自己株式数(株) 2,493,188
１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数(株) 19,772,908

2.　１株当たり当期純利益 49円16銭

親会社株主に帰属する当期純利益(千円) 971,285
普通株主に帰属しない金額(千円) －
普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益(千円) 971,285
普通株式の期中平均株式数(株) 19,758,729

（2） 残存履行義務に配分した取引価格
　当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を適用し、記載を省略し
ております。

＜１株当たり情報に関する注記＞

１株当たり純資産額の算定上の基礎は以下のとおりであります。

１株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。

（注）当社は、2022年４月１日付で普通株式１株につき1.2株の割合で株式分割を行っております。当連結会
計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益を算
定しております。
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株主資本等変動計算書

株　　主　　資　　本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他
資本剰余金

資本剰余金
合計 利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合計別途積立金 繰越利益

剰余金
当期首残高 2,270,228 2,277,617 － 2,277,617 48,330 3,751,000 5,076,372 8,875,702

当期変動額

剰余金の配当 △377,964 △377,964

当期純利益 888,683 888,683

自己株式の取得

自己株式の処分 22,548 22,548
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － 22,548 22,548 － － 510,718 510,718

当期末残高 2,270,228 2,277,617 22,548 2,300,165 48,330 3,751,000 5,587,091 9,386,421

株　主　資　本 評価・換算差額等
純資産合計

自己株式 株主資本合計 その他有価証券
評価差額金

当期首残高 △1,241,655 12,181,893 67,476 12,249,369
当期変動額
剰余金の配当 △377,964 △377,964
当期純利益 888,683 888,683
自己株式の取得 △1,210 △1,210 △1,210
自己株式の処分 42,816 65,364 65,364
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △18,038 △18,038

当期変動額合計 41,605 574,872 △18,038 556,834
当期末残高 △1,200,049 12,756,765 49,438 12,806,203

株主資本等変動計算書（自　2021年７月１日　至　2022年６月30日）
（単位：千円）

（注）上記の記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
＜重要な会計方針に係る事項に関する注記＞
1.　資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

有価証券
子会社株式及び関連会社株式　　　　……　移動平均法による原価法
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの　……　時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原
価は移動平均法により算定)

市場価格のない株式等　　　　　　……　移動平均法による原価法
（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法

仕掛品　　　　　　　　　　　　　　　……　個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下による
簿価切下げの方法により算定)

商品及び製品、　　　　　　　　　　　……　移動平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に
原材料及び貯蔵品　　　　　　　　　　　　　よる簿価切下げの方法により算定)

2.　固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産

　定率法を採用しております。
　ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については、定額法を採用しております。
　主な耐用年数は以下のとおりであります。
　　建物　　　　　　　　　３年～23年
　　工具、器具及び備品　　３年～20年

（2）無形固定資産
ソフトウェア(自社利用)
　見積償却年数(５年)に基づく定額法によっております。
ソフトウェア(市場販売目的)
　見込販売数量に基づく償却額と３年を限度とする残存有効期間に基づく均等配分額とを比較し、いずれ
か大きい額を償却する方法によっております。
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3.　引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

　債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等につ
いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

（2）賞与引当金
　従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。

4.　収益及び費用の計上基準
　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を
充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

（1）システム開発
　システム開発における顧客との契約形態は、顧客の要求やソフトウエアの開発段階において、請負契
約、準委任契約及び派遣契約に大別されます。
　請負契約は、主として顧客の要求する仕様に沿ったシステムやソフトウエアを制作し顧客に納品するも
のであり、当社は成果物を完成させる責任を有しております。準委任契約及び派遣契約は、主としてシス
テムエンジニア等の専門要員の労働力を契約期間にわたって顧客に提供するものであり、当社は成果物を
完成させる責任を有しておりません。
　請負契約による取引については、期間のごく短い契約を除き、作業の進捗に伴い顧客に財又はサービス
が移転し、一定の期間にわたり履行義務を充足することから、その進捗度に応じて収益を認識しておりま
す。進捗度の測定には、期末日における見積原価総額に対する実際発生原価の割合に基づくインプット法
を使用しております。
　準委任契約及び派遣契約による取引については、顧客への役務提供を通じて一定の期間にわたり履行義
務を充足することから、作業期間にわたり役務の提供に応じて収益を認識しております。

（2）システム開発に関連するサービス
　製品販売に関しては、顧客に製品を引き渡した時点で支配が移転し、履行義務が充足されることから、
当該時点で収益を認識しております。また、製品保守については、時の経過に応じて履行義務が充足され
ることから、保守期間にわたり契約金額を按分して収益を認識しております。
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＜会計方針の変更に関する注記＞
（収益認識に関する会計基準等の適用）
　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい
う。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又は
サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。
　当社は、従来は進捗部分について成果の確実性が認められる取引には工事進行基準を、それ以外の取引には工
事完成基準を適用しておりました。これを当事業年度より、一定の期間にわたり充足される履行義務は、期間が
ごく短い場合を除き、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認
識し、一時点で充足される履行義務は、履行義務を充足した時点で収益を認識することとしております。なお、
履行義務の充足に係る進捗度の見積りの方法は、見積総原価に対する発生原価の割合（インプット法）で算出し
ております。
　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ
ており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の期首の
利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しておりますが、当該期首残高に与える影響はあ
りません。また、当事業年度の損益及び１株当たり情報に与える影響はありません。
　収益認識会計基準等を適用したため、前事業年度の計算書類において、「流動資産」に表示していた「売掛
金」は、当事業年度より「売掛金」及び「契約資産」に含めて表示し、「流動負債」に表示していた「その他」
は、当事業年度より「契約負債」及び「その他」に含めて表示しております。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい
う。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業
会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める
新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる計算書類への影響はありません。

＜会計上の見積りに関する注記＞
（一定期間にわたり履行義務が充足される請負契約による取引の収益認識）
1.　当事業年度の計算書類に計上した金額

一定期間にわたり履行義務が充足される請負契約による取引の収益認識　　　1,140,961千円
2.　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　「連結注記表＜会計上の見積りに関する注記＞（一定期間にわたり履行義務が充足される請負契約による
取引の収益認識）2.　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報」に記載した内容と同
一であります。
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短期金銭債権 2,026千円
短期金銭債務 57,522千円

2.　有形固定資産の減価償却累計額 126,478千円

売上高 21,736千円
営業費用 576,499千円

営業取引以外の取引高 229,719千円

普通株式 2,493,188株

＜貸借対照表に関する注記＞
1.　関係会社に対する金銭債権債務

＜損益計算書に関する注記＞
1.　関係会社との取引高

営業取引による取引高

2.　研究開発費
　販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は167,231千円であります。

3.　抱合せ株式消滅差益
　抱合せ株式消滅差益は、2021年７月１日付で連結子会社であったビジネスソフトサービス株式会社を吸
収合併したことにより発生したものであります。

4.　事務所移転費用
　事務所移転費用は、本社を移転したことにより発生したものであります。

＜株主資本等変動計算書に関する注記＞
会社が保有する自己株式の数
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繰延税金資産
未払事業税 21,495千円
賞与引当金 88,478千円
減価償却費 406千円
投資有価証券評価損 8,480千円
その他 53,542千円

繰延税金資産小計 172,403千円
評価性引当額 △16,936千円
繰延税金資産合計 155,467千円
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △21,394千円
繰延税金負債合計 △21,394千円
繰延税金資産純額 134,073千円

法定実効税率 30.6％
(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.6％
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △6.4％
住民税均等割 1.0％
抱合せ株式消滅差益 △1.9％
税額控除 △4.6％
その他 0.2％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 19.5％

＜税効果会計に関する注記＞
1.　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

2.　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

＜企業結合等に関する注記＞
「連結注記表＜企業結合等に関する注記＞」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。
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期首残高 42,365千円
合併による増加額 1,859千円
見積りの変更による増加額 398千円
時の経過による調整額 2,097千円
資産除去債務の履行による減少額 △38,799千円
期末残高 7,922千円

＜資産除去債務に関する注記＞
資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの
1.　当該資産除去債務の概要

　当社は本社等事務所の不動産賃貸借契約に基づき、事務所の退去時における原状回復に係る債務を有して
おりますが、その計上は差入保証金を減額する方法によっております。

2.　当該資産除去債務の金額の算定方法
　不動産賃貸借契約に関連する敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額を合理的に見積り、その
うち当事業年度の負担に属する金額を費用に計上しております。

3.　当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

4.　当該資産除去債務の金額の見積りの変更
　当事業年度において、一部の事業所の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務として計上していた資産除去
債務について、新たな情報の入手に伴い、見積額の変更を行いました。
　この見積りの変更による増加額398千円を変更前の資産除去債務残高に加算しております。
　なお、当該見積りの変更により、当事業年度の損益に与える影響は軽微であります。

＜収益認識に関する注記＞
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表＜収益認識に関する注記＞」
に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。
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1.　１株当たり純資産額 647円66銭

純資産の部の合計額(千円) 12,806,203
純資産の部の合計額から控除する金額(千円) －
普通株式に係る純資産額(千円) 12,806,203
普通株式の期末発行済株式数(株) 22,266,096
普通株式の自己株式数(株) 2,493,188
１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数(株) 19,772,908

2.　１株当たり当期純利益 44円98銭

当期純利益(千円) 888,683
普通株主に帰属しない金額(千円) －
普通株式に係る当期純利益(千円) 888,683
普通株式の期中平均株式数(株) 19,758,729

＜１株当たり情報に関する注記＞

１株当たり純資産額の算定上の基礎は以下のとおりであります。

１株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。

（注）当社は、2022年４月１日付で普通株式１株につき1.2株の割合で株式分割を行っております。当事業
年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益を算
定しております。
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